
 

 

議案第４４号 

新市まちづくり計画（市町村建設計画）の変更について 

新市まちづくり計画（市町村建設計画）の一部を別紙のとおり変更することについて、市町

村の合併の特例に関する法律（昭和 40年法律第６号）附則第２条第２項の規定により効力を有

する同法第５条第７項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

  平成２７年２月２７日提出 

米 原 市 長  平 尾 道 雄 

 

 

      提案理由 

 東日本大震災による被害を受けた合併市町村に係る地方債の特例に関する法律の一部を改正

する法律（平成 24年法律第 36号）の施行により合併特例債を起こすことができる期間が５年

間延長されたことに伴い、新たな公共施設整備などの財源として合併特例債の発行を可能とす

るため、この案を提出するものである。 

 

 



 

 

新市まちづくり計画の変更について 

 

新市まちづくり計画の一部を次のように変更する。 

 

 第１章３（３）計画期間の項目中「１０年度」を「１５年度」に、「平成２７年度」を「平成

３２年度」に改める。 

 第５章２（１）●広域的な交流機能と都市機能の整備の表中「物流センター（ＳＩＬＣ）※

整備、」を削る。 

 第５章２（３）●子育て・子育ち支援の充実の表中「民間保育所助成」を「民間保育所整備

等促進」に改める。 

 第５章２（３）●地域福祉の推進①地域福祉の充実の項目中「育成するとともに」の次に「、

地域福祉の拠点整備など」を加え、同●地域福祉の推進の表地域福祉の充実の部地域福祉計画

策定事業の項の次に次のように加える。 

地域福祉拠点事業 地域福祉拠点の整備・充実 

 第５章２（５）●快適な居住環境の整備③生活環境の整備の項目に次の段落を加える。 

また、老朽化に伴う斎場施設の整備を進めます。 

第５章２（５）●快適な居住環境の整備の表生活環境の部に次のように加える。 

斎場整備事業 斎場施設の整備 

第５章２（５）●防災・防犯体制、安全な生活環境の整備①防災体制の整備の項目中「備え

を強化するため」の次に「、消防本部施設および消防署を整備するとともに」を加え、「進める

とともに」を「進めます。また」に改める。  

 第５章２（６）●新産業の創出①米原駅周辺整備の項目中「目指し、民間活力を導入して高

機能物流センター」を「目指した物流拠点」に改め、同●新産業の創出の表中「物流センター

（ＳＩＬＣ）※整備、」を削る。  

 第５章２（６）●地域産業の振興①農林水産業の振興の項目中「有効活用を図ります」を「有

効活用を図るとともに、農業用施設等の防災対策を進めます」に改め、同●地域産業の振興の

表中「ほ場整備事業」の次に「、農業用施設等の防災対策」を加える。 

 第５章６公共的施設の統合整備の項目中「活用していくこととします」を「活用していくこ

ととし、施設の長寿命化などによる適切な維持管理を行います。また、再配置により廃止する

施設については、計画的に譲与、譲渡、解体等による処分を進めることとします」に、「なお、

新市の事務所については分庁方式とし」を「新市の庁舎については、当面は」に改め、「対応し



 

 

ます」の次に「。なお、庁舎の在り方について、市民や有識者等による検討を行い、その結果

等を踏まえて整備するものとします」を加える。 

 第６章１前提条件の設定の項目中「平成２７年度」を「平成３２年度」に改め、「、平成１２

～１５年度までの決算額に基づいて」を削り、「地方への税源移譲を含む地方財政制度の改革が

検討されていますが、現時点では、明確な結論は出されていません」を「税制・社会保障制度

の改革や地方財政改革が進められ、県においても財政構造改革の取組が進められています」に

改め、「このため、」を削り、「国の動向」を「国・県の動向」に改める。 

第６章２歳入・歳出の見通しの項目を次のように改める。 

（１）歳入 

（単位：百万円） 

区 分 
平 成 

17年度 

平 成 

18年度 

平 成 

19年度 

平 成 

20年度 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

平 成 

27年度 

平 成 

28年度 

平 成 

29年度 

平 成 

30年度 

平 成 

31年度 

平 成 

32年度 

平成 17～32

年度計 

地方税 5,646 5,776 6,382 6,364 5,938 5,925 6,127 6,076 6,224 6,216 6,168 5,996 5,984 5,927 5,925 5,925 96,599 

地方交付税 5,403 5,149 5,015 5,440 5,684 6,317 6,494 6,463 6,394 6,274 5,530 5,581 5,131 4,715 4,341 4,074 88,005 

国・県支出金 2,851 2,397 3,269 3,384 3,084 3,325 2,662 2,433 3,070 2,946 2,899 2,700 2,669 2,715 2,770 2,815 45,989 

地方債 3,048 3,114 2,120 3,493 3,718 2,298 1,807 2,316 2,179 4,059 2,102 2,411 3,864 4,114 1,695 1,180 43,518 

その他 4,982 3,231 2,950 2,744 3,525 2,446 2,850 3,120 2,300 2,518 2,375 1,993 2,348 2,117 3,004 2,427 44,930 

歳入合計 21,930 19,667 19,736 21,425 21,949 20,311 19,940 20,408 20,167 22,013 19,074 18,681 19,996 19,588 17,735 16,421 319,041 

 

（２）歳出 

（単位：百万円） 

区 分 
平 成 

17年度 

平 成 

18年度 

平 成 

19年度 

平 成 

20年度 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

平 成 

27年度 

平 成 

28年度 

平 成 

29年度 

平 成 

30年度 

平 成 

31年度 

平 成 

32年度 

平成 17～32

年度計 

人件費 3,858 3,182 3,032 2,922 2,945 2,972 3,008 3,074 2,981 3,034 3,248 2,985 2,968 2,910 2,839 2,792 48,750 

扶助費 1,559 1,626 1,641 1,680 1,806 2,348 2,445 2,410 2,477 2,681 2,863 2,604 2,630 2,656 2,683 2,710 36,819 

公債費 2,092 2,581 2,697 2,870 4,173 3,357 3,828 3,198 2,447 2,284 1,694 2,371 2,543 2,498 2,456 2,071 43,160 

投資的経費 5,163 4,312 4,207 4,398 3,201 2,273 1,706 2,482 3,656 4,964 2,910 3,028 4,310 4,282 2,246 1,834 54,972 

その他 8,469 7,013 7,205 8,817 8,957 8,472 8,087 8,528 7,869 8,458 8,359 7,693 7,545 7,242 7,511 7,014 127,239 

歳出合計 21,141 18,714 18,782 20,687 21,082 19,422 19,074 19,692 19,430 21,421 19,074 18,681 19,996 19,588 17,735 16,421 310,940 

 

 用語説明の表中 

「 

53･77 ＳＩＬＣ 
【Shiga Integrated Logistic Center】 

滋賀統合物流センター。「環境」「効率」「安全」をテーマに、 

※歳入・歳出ともに平成 25年度までは決算額、平成 26年度は決算見込額です。 



 

 

  
鉄道・高速道路の結節点という地学的優位性を活かし、米原

駅南部に高機能物流センターを整備計画の総称。 

」

を削る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

新市まちづくり計画の変更に係る新旧対照表 

変更箇所 変更後（新） 変更前（旧） 

第１章 序論 

３ 計画の策定方針 

(３) 計画の期間    (P．７) 

新市まちづくり計画は、合併が行われた日の属する年度お

よびこれに続く１５年度の平成３２年度までの期間について定

めるものとします。 

新市まちづくり計画は、合併が行われた日の属する年度お

よびこれに続く１０年度の平成２７年度までの期間について定め

るものとします。 

   

第５章 新市のまちづくりの施策 

 ２ 新市の主要施策 

 (１) 「らしさ」を活かすオンリー

ワンのまちづくり 

  ● 広域的な交流機能と都市機能

の整備 

      (P．53) 

主要施策 主な事業名 事業概要 
関連 

する頁 

広
域
的
な
交
流
機
能
の
整
備 

略 

産業交流の

強化 

物流拠点構想

事業 
物流拠点企業誘致 

略 

略 

略 

略 
 

主要施策 主な事業名 事業概要 
関連 

する頁 

広
域
的
な
交
流
機
能
の
整
備 

略 

産業交流の

強化 

物流拠点構想

事業 

物流センター（SILC）

※整備、物流拠点企業

誘致 

略 

略 

略 

略 
 

   

 (３) 安心ネットワークのまちづく

り 

  ● 子育て・子育ち支援の充実 

(P．66) 

主要施策 主な事業名 事業概要 

略 

子育て支援の充実 

略 

保育所運営・保護者負

担助成事業 

保育所運営管理、民間保育

所整備等促進、保護者負担

助成 

略 
 

主要施策 主な事業名 事業概要 

略 

子育て支援の充

実 

略 

保育所運営・保護者

負担助成事業 

保育所運営管理、民間保育

所助成、保護者負担助成 

 

略 
 



 

 

   

  ●地域福祉の推進 

(P．68) 

①地域福祉の充実 

市民参加のもとに地域福祉計画を策定し、各地域を拠点として

地域サロン※・子育て支援など地域が自ら取り組む地域福祉活動

やそのための人材を育成するとともに、地域福祉の拠点整備な

ど、地域福祉を調整・支援する体制強化に努めます。 

①地域福祉の充実 

市民参加のもとに地域福祉計画を策定し、各地域を拠点として

地域サロン※・子育て支援など地域が自ら取り組む地域福祉活動

やそのための人材を育成するとともに、地域福祉を調整・支援

する体制強化に努めます。 

 ② 略 ② 略 

 主要施策 主な事業名 事業概要 

地域福祉の充実 

地域福祉計画策定事

業 

略 

地域福祉拠点事業 地域福祉拠点の整備・充実 

「あったかほーむ」づ

くり事業（再掲） 

略 

略 
 

主要施策 主な事業名 事業概要 

地域福祉の充実 

地域福祉計画策定事

業 

 

略 

「あったかほーむ」

づくり事業（再掲） 

略 

略 
 

   

 (５) ほっとする快適空間のまちづ

くり 

  ● 快適な居住環境の整備 

(P．72) 

①・②略 

③生活環境の整備 

誰もが住みやすいまちづくりを進めるため、公共施設、公共交

通機関、道路などのユニバーサルデザイン※化を推進します。 

効率的な水道の安定供給を図るため、上水道・簡易水道の統合

整備を進めるとともに、引き続き下水道の整備と早期完成を図り

ます。 

また、老朽化に伴う斎場施設の整備を進めます。 

④ 略 

①・② 略 

③生活環境の整備 

誰もが住みやすいまちづくりを進めるため、公共施設、公共交

通機関、道路などのユニバーサルデザイン※化を推進します。 

効率的な水道の安定供給を図るため、上水道・簡易水道の統合

整備を進めるとともに、引き続き下水道の整備と早期完成を図り

ます。 

 

④ 略 



 

 

 主要施策 主な事業名 事業概要 

略 

生活環境の整備 

ユニバーサルデザイ

ンのまちづくり推進

事業（再掲） 

略 

上水道・簡易水道整備

事業 

斎場整備事業 斎場施設の整備 

略 
 

主要施策 主な事業名 事業概要 

略 

生活環境の整備 

ユニバーサルデザイ

ンのまちづくり推進

事業（再掲） 

略 

上水道・簡易水道整

備事業 

略 
 

   

  ● 防災・防犯体制、安全な生活

環境の整備 

(P．74) 

①防災体制の整備 

災害に強いまちづくりを目指し地震・風水害・火災などの災害

に対する備えを強化するため、消防本部施設および消防署を整備

するとともに、地域防災計画を策定し、地域防災の拠点となる公

共施設や木造住宅などの耐震化、消防・防災施設の複合多機能整

備などを進めます。また、実態に即した総合防災訓練の実施や自

主防災組織の強化育成を図ります。 

②～④ 略 

表 略 

①防災体制の整備 

災害に強いまちづくりを目指し地震・風水害・火災などの災害

に対する備えを強化するため、地域防災計画を策定し、地域防

災の拠点となる公共施設や木造住宅などの耐震化、消防・防災

施設の複合多機能整備などを進めるとともに、実態に即した総

合防災訓練の実施や自主防災組織の強化育成を図ります。 

 

②～④ 略 

表 略 

   

 (６) 元気な交流活力のまちづくり 

  ● 新産業の創出 

(P．77) 

①米原駅周辺整備 

米原駅周辺において、土地区画整理事業と物流拠点整備、宿泊

観光や環境ビジネスなどの産業機能の集積を進め、交流拠点の形

成を図ります。特に駅南部においては、鉄道・高速道路等の地理

①米原駅周辺整備 

米原駅周辺において、土地区画整理事業と物流拠点整備、宿泊

観光や環境ビジネスなどの産業機能の集積を進め、交流拠点の形

成を図ります。特に駅南部においては、鉄道・高速道路等の地理



 

 

的な優位性を活かし、環境輸送の実現と物流コストの削減の両立

を目指した物流拠点の整備を進めます。 

 

②～⑤ 略 

的な優位性を活かし、環境輸送の実現と物流コストの削減の両立

を目指し、民間活力を導入して高機能物流センターの整備を進め

ます。 

②～⑤ 略 

 主要施策 主な事業名 事業概要 

米原駅周辺整備 

略 

物流拠点構想事業（再

掲） 
物流拠点企業誘致 

略 
 

主要施策 主な事業名 事業概要 

米原駅周辺整備 

略 

物流拠点構想事業

（再掲） 

物流センター（SILC）※ 

整備、物流拠点企業誘致 

略 
 

   

  ● 新産業の振興 

(P．78･79) 

①農林水産業の振興 

農林業の経営の安定と発展を目指すため、消費者の求める作物

を効率的に生産する優れた経営能力を持つ生産組織をはじめ集

落営農や農業法人などの育成を支援し、担い手の確保を図りま

す。また、農林業生産基盤の整備やミニ産地※づくりと地産地消※

の推進、地域特産品の開発・生産・加工・販売体制の強化に努め

ます。さらに、農を基本とした食生活も含めた生活様式の提案、

農地の保全活動やグリーンツーリズムの取り組み等を通じて、農

業の体験・交流活動の促進を図ります。 

 景観形成や災害防止など多面的な機能を備えている農地や森

林の保全と有効活用を図るとともに、農業用施設等の防災対策を

進めます。 

②～④ 略 

 

①農林水産業の振興 

農林業の経営の安定と発展を目指すため、消費者の求める作物

を効率的に生産する優れた経営能力を持つ生産組織をはじめ集

落営農や農業法人などの育成を支援し、担い手の確保を図りま

す。また、農林業生産基盤の整備やミニ産地※づくりと地産地消※

の推進、地域特産品の開発・生産・加工・販売体制の強化に努め

ます。さらに、農を基本とした食生活も含めた生活様式の提案、

農地の保全活動やグリーンツーリズムの取り組み等を通じて、農

業の体験・交流活動の促進を図ります。 

 景観形成や災害防止など多面的な機能を備えている農地や森

林の保全と有効活用を図ります。 

 

②～④ 略 



 

 

 主要施策 主な事業名 事業概要 

農林水産業の振興 
農業基盤整備事業 

農道整備・舗装、農業用排

水路整備、ほ場整備、農業

用施設等の防災対策 

略 

略 
 

主要施策 主な事業名 事業概要 

農林水産業の振

興 

農業基盤整備事業 

農道整備・舗装、農業用排

水路整備、ほ場整備 

 

略 

略 
 

   

 ６ 公共的施設の統合整備 

(P．90) 

公共的施設の統合整備については、市民生活に急激な変化を及

ぼさないよう十分配慮し、地域の特性や地域間のバランスおよび

適正配置、さらには財政事情などを考慮しながら、逐次、整備し

ていくこととします。 

整備の検討にあたっては、行財政運営の効率化はもとより、既

存施設の有効活用・相互利用などを総合的に勘案し、市民サービ

スの低下を招かないよう配慮するものとします。 

各町に整備されている施設で機能的に重複あるいは類似のも

のについては、統合と機能分担、管理運営方法などを検討し有効

に活用していくこととし、施設の長寿命化などによる適切な維持

管理を行います。また、再配置により廃止する施設については、

計画的に譲与、譲渡、解体等による処分を進めることとします。 

新市の庁舎については、当面は、現庁舎を活用することにより

対応します。なお、庁舎の在り方について、市民や有識者等によ

る検討を行い、その結果等を踏まえて整備するものとします。公

共的施設のネットワーク※化やワン・ストップ・サービス※などに

より、市民サービスの低下を招かないよう努めます。 

公共的施設の統合整備については、市民生活に急激な変化を及

ぼさないよう十分配慮し、地域の特性や地域間のバランスおよび

適正配置、さらには財政事情などを考慮しながら、逐次、整備し

ていくこととします。 

整備の検討にあたっては、行財政運営の効率化はもとより、既

存施設の有効活用・相互利用などを総合的に勘案し、市民サービ

スの低下を招かないよう配慮するものとします。 

各町に整備されている施設で機能的に重複あるいは類似のも

のについては、統合と機能分担、管理運営方法などを検討し有効

に活用していくこととします。 

なお、新市の事務所については分庁方式とし、現庁舎を活用す

ることにより対応します。公共的施設のネットワーク※化やワ

ン・ストップ・サービス※などにより、市民サービスの低下を招

かないよう努めます。 

   

第６章 財政計画 財政計画は、合併後平成３２年度までの財政運営の指針とし

て、健全な財政運営を行うことを基本に作成したものです。 

財政計画は、合併後平成２７年度までの財政運営の指針とし

て、健全な財政運営を行うことを基本に作成したものです。 



 

 

 １ 前提条件の設定 

(P．91) 

作成にあたっては、合併による歳出削減の効果や新市の一体的

なまちづくりを推進するために必要となる事業経費のほか各種

の財政支援措置を反映させ、国民健康保険などの特別会計や公営

企業会計以外の「普通会計」を対象に作成しています。 

 なお、国では、税制・社会保障制度の改革や地方財政改革が進

められ、県においても財政構造改革の取組が進められています。

こうした国・県の動向を踏まえつつ、現行の財政制度を前提に作

成したものです。 

歳入・歳出の主な前提条件は、次のとおりです。 

 

(１)・(２) 略 

作成にあたっては、合併による歳出削減の効果や新市の一体的

なまちづくりを推進するために必要となる事業経費のほか各種

の財政支援措置を反映させ、国民健康保険などの特別会計や公営

企業会計以外の「普通会計」を対象に、平成１２～１５年度まで

の決算額に基づいて作成しています。 

 なお、国では、地方への税源移譲を含む地方財政制度の改革が

検討されていますが、現時点では、明確な結論は出されていませ

ん。このため、こうした国の動向を踏まえつつ、現行の財政制度

を前提に作成したものです。 

歳入・歳出の主な前提条件は、次のとおりです。 

(１)・(２) 略 

 ２ 歳入・歳出の見通し 

(P．92) 

(１) 歳入 

 表 別紙１のとおり 

(２) 歳出 

 表 別紙１のとおり 

(１) 歳入 

 表 別紙２のとおり 

(２) 歳出 

 表 別紙２のとおり 

   

用語説明 

(P．96) 

【略字用語】 

 

略 

16 RDF 略 

77 SOHO 略 

 

【略字用語】 

 

略 

16 RDF 略 

53・77 SILC 

【Shiga Integrated Logistic Center】 

滋賀統合物流センター。「環境」「効率」「安全」

をテーマに、鉄道・高速道路の結節点という地

学的優位性を活かし、米原駅南部に高機能物流

センターを整備計画の総称。 

77 SOHO 略 
 

   



 

 

 

 

別紙１ 変更後 

（１）歳入 

（単位：百万円） 

区 分 
平 成 

17年度 

平 成 

18年度 

平 成 

19年度 

平 成 

20年度 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

平 成 

27年度 

平 成 

28年度 

平 成 

29年度 

平 成 

30年度 

平 成 

31年度 

平 成 

32年度 

平成17～32

年度計 

地方税 5,646 5,776 6,382 6,364 5,938 5,925 6,127 6,076 6,224 6,216 6,168 5,996 5,984 5,927 5,925 5,925 96,599 

地方交付税 5,403 5,149 5,015 5,440 5,684 6,317 6,494 6,463 6,394 6,274 5,530 5,581 5,131 4,715 4,341 4,074 88,005 

国・県支出金 2,851 2,397 3,269 3,384 3,084 3,325 2,662 2,433 3,070 2,946 2,899 2,700 2,669 2,715 2,770 2,815 45,989 

地方債 3,048 3,114 2,120 3,493 3,718 2,298 1,807 2,316 2,179 4,059 2,102 2,411 3,864 4,114 1,695 1,180 43,518 

その他 4,982 3,231 2,950 2,744 3,525 2,446 2,850 3,120 2,300 2,518 2,375 1,993 2,348 2,117 3,004 2,427 44,930 

歳入合計 21,930 19,667 19,736 21,425 21,949 20,311 19,940 20,408 20,167 22,013 19,074 18,681 19,996 19,588 17,735 16,421 319,041 

 

（２）歳出 

（単位：百万円） 

区 分 
平 成 

17年度 

平 成 

18年度 

平 成 

19年度 

平 成 

20年度 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

平 成 

27年度 

平 成 

28年度 

平 成 

29年度 

平 成 

30年度 

平 成 

31年度 

平 成 

32年度 

平成17～32

年度計 

人件費 3,858 3,182 3,032 2,922 2,945 2,972 3,008 3,074 2,981 3,034 3,248 2,985 2,968 2,910 2,839 2,792 48,750 

扶助費 1,559 1,626 1,641 1,680 1,806 2,348 2,445 2,410 2,477 2,681 2,863 2,604 2,630 2,656 2,683 2,710 36,819 

公債費 2,092 2,581 2,697 2,870 4,173 3,357 3,828 3,198 2,447 2,284 1,694 2,371 2,543 2,498 2,456 2,071 43,160 

投資的経費 5,163 4,312 4,207 4,398 3,201 2,273 1,706 2,482 3,656 4,964 2,910 3,028 4,310 4,282 2,246 1,834 54,972 

その他 8,469 7,013 7,205 8,817 8,957 8,472 8,087 8,528 7,869 8,458 8,359 7,693 7,545 7,242 7,511 7,014 127,239 

歳出合計 21,141 18,714 18,782 20,687 21,082 19,422 19,074 19,692 19,430 21,421 19,074 18,681 19,996 19,588 17,735 16,421 310,940 

 

※歳入・歳出ともに平成25年度までは決算額、平成26年度は決算見込額です。 

 



 

 

 

 

別紙２ 変更前 

 

（１）歳入 

（単位：百万円） 

区 分 
平 成 

17年度 

平 成 

18年度 

平 成 

19年度 

平 成 

20年度 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

平 成 

27年度 

17～27 

年度計 

地 方 税 5,738 5,736 5,786 5,783 5,782 5,779 5,803 5,799 5,793 5,787 5,782 63,568 

地方交付税 5,179 4,996 4,889 4,709 4,779 4,744 4,646 4,592 4,545 4,548 4,499 52,126 

国・県支出金 3,220 3,583 2,703 2,336 2,234 2,616 2,852 2,566 2,671 2,778 2,139 29,698 

地 方 債 4,732 2,528 1,295 920 1,102 2,053 1,687 1,544 3,474 3,666 1,461 24,462 

そ の 他 2,722 2,125 2,537 2,259 2,341 2,197 2,139 2,139 2,141 2,144 2,144 24,888 

歳 入 合 計 21,591 18,968 17,210 16,007 16,238 17,389 17,127 16,640 18,624 18,923 16,025 194,742 

 

（２）歳出 

（単位：百万円） 

区 分 
平 成 

17年度 

平 成 

18年度 

平 成 

19年度 

平 成 

20年度 

平 成 

21年度 

平 成 

22年度 

平 成 

23年度 

平 成 

24年度 

平 成 

25年度 

平 成 

26年度 

平 成 

27年度 

17～27 

年度計 

人 件 費 3,507 3,446 3,482 3,435 3,389 3,362 3,341 3,332 3,334 3,276 3,187 37,091 

扶 助 費 1,487 1,523 1,549 1,576 1,603 1,617 1,631 1,645 1,660 1,674 1,674 17,639 

公 債 費 2,080 2,273 2,302 2,353 2,595 2,431 2,291 2,150 2,080 2,141 2,137 24,833 

投資的経費 3,504 4,440 3,082 2,044 2,174 3,585 3,407 2,987 5,091 5,393 2,433 38,140 

そ の 他 11,013 7,286 6,795 6,599 6,477 6,394 6,457 6,526 6,459 6,439 6,594 77,039 

歳 出 合 計 21,591 18,968 17,210 16,007 16,238 17,389 17,127 16,640 18,624 18,923 16,025 194,742 

 


